
■平成28年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

社
会
福
祉
課

報連相の徹底 B 職員の意思疎通/連携
居室が分かれている
係があり、十分には
連携できていない

ずっと継続

課題が発生すれば直ちに提
起され、速やかに対策を講じ
ることができる。課の重要案
件についてはすべての職員
が理解している。

・来客/職員間のあいさつ徹底
・毎朝実施の係ミーティング/毎
週実施の課ミーティングの充実
・ケース診断会議への関係課職
員の参加
・重要データ等保管についての
ルール設定（課のアーカイブス
整備）
・管理職/中間管理職による普段
からの声掛け

・管理職が率先してあいさつを実施
した。
・課/係ミーティングは予定通り行っ
たが内容充実には至らなかった。
・新生児がいる生活保護世帯の
ケース診断会議に子育て支援課担
当が参加した。
・重要データ等保管のルール設定
については着手できなかった。
・管理職は職員の稼働状況を見な
がら声掛けを行った。

・あいさつ励行は継続して取り組
む。
・ミーティングで個人及び各係の月
間目標等を発表してもらう。
・ケース診断会議は今後も検討内
容に応じて関係課職員を招へいす
る。
・重要データ保管に先立ち、ケース
台帳整理及び公文書のファイリング
が必要であり、課内でチームを作り
検討していく。
・声掛けは継続して取り組む。

・課内の報連相は速やかに行われ
ている。
・他の係の重要案件についての理
解は十分とは言えない。

・あいさつの励行
・係ミーティングの毎日開催及び課内
会議の毎週開催
・ケース診断会議への関係課職員の
参加
・課の共有フォルダー保管についての
ルール設定

・一部事務処理について改善が進んだ。
・職員間の対話が多くなり、課の雰囲気が
明るくなった。
・繁忙期は会議の時間を確保することが
難しかった。

重
点
取
組
①

社
会
福
祉
課

避難行動要支援者支援計画の
推進

Ａ

町内会、自治会に事業
趣旨を理解してもらい、
避難行動要支援者名簿
を受領してもらう

現状は、名簿の受領
町内会・自治会は無
し

年度末まで
全町内会、自治会の30％に
名簿を受領してもらう

・関係部署との連携
・町内会、自治会等への説明に
よる事業の周知
・名簿の手交

・まちづくり推進部、地域局との会
議を開催し、役割分担の確認
・町内会長、自治会長への説明会
の開催による事業の周知
・横手地区町内会の担当範囲の把
握とマップづくり

・市報や説明会の開催による事業
周知の継続。
・名簿受入れの決定は町内会に
よっては総会や役員会開催後にな
るため、名簿の手交は年度をまたぐ
場合もある。

・32.4％の町内会が名簿を受領し
た。
（177/547　町内会）

・庁内関係部署との調整/検討
・町内会長、自治会長への説明会の
開催による事業の周知
・横手地区町内会の担当範囲の把握
とマップづくり
・各町内との協定締結による名簿手交

・災害発生時における要支援者に対する
支援の可能性が上がり、安全安心の向上
につながった。
・名簿を受領した町内会においては平時
の見守りと支え合い意識の向上が期待で
きる。

重
点
取
組
②

社
会
福
祉
課

障害者支援施設大和更生園、
ユーホップハウス等の指定管理
の推進

B
指定管理者による運営
に移行する

現状は市直営 年度末まで
指定管理者を決定し、協定締
結の準備を完了する。

・利用者/保護者会/関係事業者
との調整
・指定管理料/職員配置/指定管
理協定等の関係部署間調整
・募集要項の作成
・指定管理者の公募/選定
・指定管理者決定の議決
・管理引継ぎの事前調整

４月～庁内外関係者調整
６月～政策会議提案
　　　　関係事業所意見交換会開催
７月～指定管理者募集開始
　　　　（8/12　締切）
９月～選定委員会
　　　　⇒答申：指定管理候補者なし

・選定委員会の答申による指定管
理者制度導入方針及びスケジュー
ル見直し。
・上記の関係者あて説明の実施。
・見直し後、対象となる指定管理者
候補者の意向調査。

・指定管理者の決定に至らず、平成
29年度に再度公募することになっ
た。

・財政/人事等庁内外関係者調整
・関係事業所意見交換会の開催
・指定管理者募集
・選定委員会/答申受理
・答申内容検討及び今後の方針検討
・議会への報告

・募集対象とした法人の意向によるもので
ある。

重
点
取
組
③

社
会
福
祉
課

被保護世帯の自立支援の推進 Ａ
被保護世帯の就労・自立
支援

平成27年度被保護世
帯の就労による扶助
費の効果額：1,000万
円

年度末まで
平成27年度被保護世帯の就
労による扶助費の効果額を
上回ること

・就労支援専門員と連携し、要保
護世帯の就労支援
・市民サービス課、民生委員と連
携し、被保護世帯の生活状況の
把握
・就労阻害要因の把握
・ハローワークへの同行訪問

・毎月開催する生活保護担当者会
議で就労支援の状況と成果を確認
した。
・5/13　市民サービス課職員も参加
する生活保護担当者会議で連携策
を確認した。
・就労支援員が被保護者とハロー
ワーク等への同行訪問を実施した。
・6/29　横手地域生活保護受給者
等就労自立促進協議会において、
ハローワークとの連携策を確認し
た。
・日々のケースワークにおいて、民
生委員等との連携を進めている。

⇒就労による保護廃止　6世帯　6
人
（昨年同期　5世帯　6人）
うち、県外への就職が4世帯　4人と
なっている。

・就労支援専門員による細かな情
報提供、指導を継続していく。
・生活保護担当者会議における取
組を継続する。
・ケース診断会議等において、被保
護者の適性に合った就労を検討し
ていく。

・就労収入の増加により13世帯が
保護廃止となり、扶助費1,041万円
の減額につながった。

・ケース診断における就労可能性の
検討
・就労支援専門員との連携による要保
護世帯への訪問
・就労阻害要因の把握及び就労意欲
向上のための応談
・ハローワークへの同行訪問

・13世帯の生活自立が図られた。
・扶助料の圧縮につながった。

健康福祉部　社会福祉課 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標達成の状況【output・input】目標に対する活動（上半期レビュー）目標の内容



■平成28年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

子
育
て
支
援
課

保育所等の入退所業務の標準化と
問合せ等のリスト化

Ｂ

継続的に効率的で品質の
高い業務を遂行する仕組
みを作る。
苦情、意見、問合せをリス
ト化し、それを分析すること
により今後の対応や業務
の改善に活用する。

・本庁、地域局毎に異
なる業務フロー
・入所申請時の対応
（混雑の解消と対応方
法など）
・苦情、意見、問合せ等
の捉え方や対応には、
職員ごとにばらつきが
ある。
・また、それらを活用す
る仕組みがない。

年度末

・ファイリング方法の検討
・業務フローの整理と見える化
・チェックシートの導入
・発生した事案のリスト化
100％
・分析による改善案の活用

・様式の見直しと整理（ライブラリ等
の活用）
・業務フローの見直しと整理
・勉強会の開催
・EXCEL等を用いたリスト化及び定
量化
・改善案の検討及び地域局等担当
者への周知

・発生した事案のリスト化
・チェックシートの導入（保育認定な
ど）
・様式の見直しの実施

・ファイリング方法の検討
・業務フローの整理と見える化
・発生した事案のリスト化　100％

・チェックシートの導入
・発生した事案について分類し、リ
スト化を図った。
・全ての事案について、分析及び改
善案をまとめるまでには至っていな
い。

・苦情、意見、問合せ等の対応につい
てデータによる情報収集
・幼保係と地域局担当との勉強会を開
催
・保育認定などのチェックシートの導
入
・申請等の様式の見直しを実施

・チェックシートの導入により、保育所入
所受付等の際の誤りが減少し、各地域の
手続きの平準化が図られた。
・3月末までにリスト化した事案について、
今後Q&A等を作成し、地域局担当等と情
報共有を図る必要がある。

重
点
取
組
①

子
育
て
支
援
課

横手市子どもの貧困対策推進計画
（仮称）の策定

A
横手市子どもの貧困対策
推進計画（仮称）

未策定 年度末
横手市子どもの貧困対策推進
計画（仮称）の策定

・関係機関協力体制の構築
・対象の把握
・実情の調査
・具体的なニーズの推計
・計画の策定

・庁内ＷＧの設置
・計画策定に関する予算の成立
・県のひとり親世帯に対するアン
ケート調査への協力
・市独自のアンケート調査の実施

・アンケート調査結果の分析等によ
るニーズの把握及び施策の検討
・計画の策定に向けた庁内WGでの
協議
・計画の策定

・「横手市子どもの貧困対策推進計
画」策定

・既存施策の分類・整理
・県及び市アンケート調査結果の分析
・計画概要版、素案の作成
・政策会議、議会への報告
・パブリックコメントの実施

・子どもの貧困状態について把握するとと
もに実施施策の分類・整理をし、子どもの
貧困対策を推進する準備ができた。

重
点
取
組
②

子
育
て
支
援
課

保育所等における保育の質の向上
（入所児童の処遇の向上）

Ａ

保育所等は、子どもが生涯
にわたる人間形成にとって
極めて重要な時期に、その
生活時間の大半を過ごす
場である。子どもの最善の
利益を考慮した保育が行
われるよう、入所児童の処
遇を向上させる。

・保育所における保育
所の自己評価は、主任
保育士が主導している
ところが多い。
・幼保係は法律的見地
からの指導になり専門
性が低く、現場に即した
指導を行いにくい。

年度末
（取組は、平成29年
度以降も状況に応じ
て継続する）

・指導監査等における適切な指
導により指摘事項を減少させ
る。
・幼保係に専門職員を配置し、
通常は所内研修等に参加し、指
導監査時は専門的見地から指
導を行う。

・保育所の自己評価の推進
・施設長の専門性の向上
・指導監査体制の強化（幼保係へ
専門職員の配置、栄養士による指
導等）
・監査による指摘事項及び改善状
況等の公表
・保育所所内研修へ南教育事務所
幼保指導員の招へいの推進

・国のモデル事業の実施　研修会２
回（公開保育１回）
・指導監査の実施（９月下旬～）
・幼保係に専門員（元保育所長）の
配置
・保育アドバイザーの配置

・モデル事業による研修会の実施
（12月）
・上期の研修会内容について、施設
の意見及び評価を聞くアンケートの
実施
・監査による指摘事項及び改善状
況等の公表

・指導監査等において、保育専門員
や栄養士、税理士など専門性の高
い職員による適切な指導を行い、
年度末までに指摘事項の改善を
図った。
・国のモデル事業の実施により保育
の質の向上につながった。

・昨年度の監査の改善状況等につい
て、ホームページで公表
・保育所等の指導監査、確認監査、立
入調査の実施（9月～12月、38施設8
法人）
・幼保係に専門員の配置
・教育・保育アドバイザーの配置
・国のモデル事業の実施（研修会3
回、公開保育1回、施設訪問による指
導・助言）
・保育所の自己評価を推進

・モデル事業による研修会や公開保育の
実施により、保育の質の向上につなげる
ことが出来た。
・一部改善されていない指摘事項につい
ては、ホームページ等の公表により改善
されるよう指導していく。

重
点
取
組
③

子
育
て
支
援
課

学童保育事業(放課後児童健全育
成事業)５・６年生の受け入れモデ
ル事業の実施

Ａ
・５・６年生の受け入れをモ
デル的に実施する。 未実施 ８月～１０月

・登録児童数が、定員に満たな
い児童ｸﾗﾌﾞにおいて、５・６年生
の受け入れについて検討し、実
施する。
・市内２ケ所以上で実施

・各地域局との調整を行い、実施施
設を選定する。
・５・６年生の個別の受け入れにつ
いてもルールを策定する。
・円滑な運営のため、放課後支援
員の不足数を確保するため、募集・
採用を行う。

・２学童施設で夏休みより５．６年生
の受入れ開始
・平成２９年度の受け入れに向けた
意向調査の実施

・新年度の受入れの拡大の検討、
予算化
・受け入れ可能な場所での拡大の
実施。

・栄、大雄小学校区において、夏休
みより、大森小学校区においては、
１２月より５・６年生の受入を開始し
た。
・Ｈ29年度については、さらに朝倉、
雄物川、十文字第二小学校区も追
加予定であり、入所申込を受け付
けている。

・各地域局、関係部局との調整。
・事業開始に向けた周知。

・Ｈ32年度の全市での全学年受入に向
け、５・６年生の受入ニーズをある程度把
握することが出来た。来年度については、
年度当初からの実施のため、より詳細な
ニーズを把握することが出来ると思われ
る。

重
点
取
組
④

子
育
て
支
援
課

特定教育・保育施設整備計画・公
立保育所民営化計画の策定

Ａ 計画の策定

・現行の保育所整備計
画は、平成30年度まで
の計画。（統廃合に伴う
民営化は、平成27年度
に実施）
・新計画は、平成27年
度まで方針及びスケ
ジュール案を策定済み

年度末

特定教育・保育施設整備計画・
公立保育所民営化計画の策定
１００％

※計画策定後は、保護者と子ど
もにとって安全安心な幼児教育
及び保育の環境整備を進める。

素案等の協議
　4～11月　庁内検討委員会
　6～12月　策定委員会
素案説明
　7～9月　地域づくり協議会
最終案の説明
　1月　政策会議、議会
計画策定の報告
　2～3月　議会、子ども子育て会議

・素案の協議
庁内検討委員会・策定委員会各２
回
・横手地域以外での地域づくり協議
会説明
・厚生常任委員協議会説明

・10/1-パブリックコメントの実施
・最終案に向けた庁内各課との協
議
・10月　横手地域地域づくり協議会
説明
・行政課題説明会、子ども・子育て
会議等での説明
・最終案の説明
・計画策定

横手市教育・保育施設整備計画及
び公立保育所民営化計画の策定
１００％

・庁内検討委員会（3回）
・策定委員会（3回）
・市議会への説明
・子ども・子育て会議への説明と報告
・8月　公立保育所民営化受入先調査
・8～10月　地域づくり協議会説明
・10月　パブリックコメント意見募集
・10月　公立保育所職員説明会
・3月　計画の公表

・保護者と子どもにとって安全安心な幼児
教育及び保育の環境整備が、年次計画
に基づいて計画的に行えるようになった。
・公立保育所の民営化により、多様な保
育ニーズに応じる保育サービスの充実が
期待できる。また、限られた財源の有効
かつ効率的な活用も図られるようになる。
・民営化と同時に統廃合を行う施設につ
いては、適切な規模の集団保育ができる
ようになる。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　子育て支援課 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成28年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

係の連携強化による業務の質の
向上

B
課内情報共有の徹底に
よる業務の質の向上

（平成27年度）
係内打ち合わせの定
期実施

上半期中に仕組み
確立

課の事業進捗・課題について
職員が統一した見解を持ち、
対応できる。

・始業時：係内打ち合わせ
・終業前：課内打ち合わせ
・業務日誌の励行

・始業時：係内打ち合わせ
・終業前：課内打ち合わせ
・業務日誌の励行

終業前の打ち合わせが、時間外
に食い込みがちとなる傾向にあ
るため、各自スケジュール管理
し、17時に集合する。

課の事業進捗・課題についてタ
イムリーに共有でき、職員が共
通の認識で対応することができ
る。

始業時係打合せ、終業前課内打合
せの時間を固定化し、各自の一日
の業務スケジュールに組込むこと
で、打合せを定例化し継続実施し
た。

業務打合せの励行により情報共有と
課内融和が図られ、連携がスムーズ
になり、業務成果にプラス効果が表れ
た。

重
点
取
組
①

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

介護予防・日常生活支援総合事
業（新しい総合事業）へのシフト

A

①日常生活支援体制の
整備に向け、協議体設
置・生活支援コーディ
ネーター配置

②地域支援事業におけ
る一般介護予防事業の
見直し

③新しい総合事業にお
ける多様なサービスの検
討

①第１層協議体及び
第２層協議体２か所
は設置済み
　生活支援コーディ
ネーターは未配置。

②地域の各種団体等
が主体となるサービ
スが未整備。

年度末までに

①市内８地域に第２層協議体
が設置され、コーディネー
ターが配置されている。

②事業の存続・廃止、総合事
業等への移行

③地域ニーズに合致した民
間各種団体等での多様な
サービス創出、運営

①5月～　随時協議体活動（第１
層、増田・十文字第２層）
　6/25　市民集会開催
　6月～　地域座談会開催
　　　　　各種団体への事業説明
　　　　　多世代勉強会の実施

②庁内関係課との協議（5月～）
　事業の方向性の決定（10月）
　利用者への説明
　　　　　　　　　（担当課、11月～）
　チェックリスト実施、事業要綱
　制定（1月）

③多様なサービスの種別の検討
（5月～）
　事業者の意向調査（7月）
　事業要綱制定（1月）

①第１層：多世代研修（Y8サミッ
トとの研修）
第２層：地域独自活動（十文字マ
ルシェ、増田協議）
生活支援体制に関する説明会
(各地域にて随時）

②計画関係課との協議（健康推
進課、地域包括支援センター）

③　計画関係課との協議　（包括
支援センター、健康推進課）
　通所型訪問型各Aサービス対
象事業者への意向調査（９月実
施）

①第２層：未設置地域での研修
会（グループワーク）の実施。

②事業の方向性の決定（10月）
　利用者への説明
　　　　　　　　　（担当課、11月～）
　チェックリスト実施、事業要綱
　制定（1月）

③事業者への説明会（１２月）
　事業要綱制定（１月）

①協議体設置状況
H28：第１層、第２層２か所
H29：第２層５か所
H30：第２層１か所
　　＊年度早期に配置予定
コーディネーター配置状況
H29：第２層協議体２カ所にて配
置

②地域支援事業における一般介
護予防事業のあり方確認

③事業者への説明会実施（１２
月）
　第２回アンケート実施

①制度の周知と共通理解を目的
に、市全域に向けた研修、各地域
毎の協議体準備のための研修、勉
強会を実施
・Y8サミットと第1層協議体による研
修
・中学生提案コンクール
・第2層独自事業実施　　他

②係・課内協議と並行しながら、計
画関係課との協議を実施

③通所訪問各A型サービス開始の
ための条件検討・協議が不足なた
め
第2回事業所説明会の実施を４月
に延期、説明会を4月に延期、Ｈ29
年10月事業開始にむけ調整を継
続

①協議体設置に向けた研修や準備に
より、市民の中に地域支えあいについ
ての意識が芽生えつつある。今後も、
研修機会の提供や様々な方法で、各
協議体の活動を支援。

②事業見直し案の確定には至らな
かったため、計画策定協議の中で関
係課との調整を進めていく。

③国の基準に準ずる今までの方法と
は異なり、市独自で設定でいる新しい
仕組みであり、既存の事業との組合せ
等事業者がイメージしにくい為関心が
薄く、事業者の意見を上手に吸い上げ
られなかった。

重
点
取
組
②

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

介護給付費適正化対策 B

①ケアプラン内容の審査
と指導

②住宅改修の届出内容
の審査と指導強化

①社会福祉課で行う
介護保険事業所への
実地指導同行の継続

②現場確認の励行
年度末までに

①実地指導時に、ケアプラン
内容の審査

②住宅改修の事前事後の現
場確認

①実地指導同行による審査
　（7月～2月）

②住宅改修現場確認（月１回程
度年10件）

①実地指導同行による審査（7月15
件、８月12件、９月11件

②住宅改修現場確認（３件実施）

①実地指導のみでは、個々のケー
スに対しての指導等において時間
が足りない。
　ケアプラン点検の検討（１０月）
　関係団体との調整（ケアマネ協会
（１１月）
　実施（1月以降）

②住宅改修内容についての係内検
討・現場確認（随時）

①社会福祉課との実地指導同
行により7月～12月で72事業所
で実施。ケアプラン点検の実施
（2月～3月、5事業所）

②疑義のあるケースについて
は、現地確認（３件）を行う。

①係員全員による実地指導（72事
業所）とケアプラン点検の実地によ
る実施（5事業所、各事業所3ケー
ス）

②住宅改修内容についての係内
検討・現場確認（随時）

①事業所において、顔の見える状況
での実施であったため、信頼関係を築
くきっかけとなった。また、ケアプラン
点検を実施した事業所では、ケアプラ
ンの考え方について互いに理解を深
めることができた。

②住宅改修においては、引き続き疑
義のある場合は現地確認を行う。現場
を知ることにより、職員の受付時のス
キルが上がった。

重
点
取
組
③

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

第７期介護保険事業計画・高齢
者福祉計画（H30～H32年度）策
定に向けた取組開始

A
計画策定に向けた現状
分析と問題点の洗い出し

第６期介護保険事業
計画・高齢者福祉計
画（H27～29年度）

年度末までに

①アンケート調査の実施・分
析による結果をもとに、目標
値の設定に結び付ける。

②事業内容の精査により、第
７期計画の施策充実に資す
る。

①1月～2月　健康と福祉に関す
るアンケート調査実施

②7月～12月　地域局、関係課
の事業担当者による業務内容の
検討
　～2月　事業の問題点集約

①計画関連課からの問題点等
の情報収集。

②係による業務内容の検討を開
始

①厚労省よりアンケート内容の
提示（１０月）
　健康と福祉に関するアンケート
等実施（12月～1月）

②地域局、関係課との検討を今
後集中的に取組む。

①厚労省の提示した統一項目に
市独自項目を追加たアンケート
の結果集約完了（２月）

②アンケート結果をもとに課内フ
リートーキングで事業内容の意
見交換開始

①要見直し事業について特化した
アンケート内容の検討

②事業見直しに係る方向性につい
て、確認作業実施

①アンケート集約結果を第７期計画策
定の検討材料とし、充実した計画策定
が図られる。

②既存事業について地域局等との検
討まで至らなかったため、来年度早期
から計画的な検討を行い、事業の見
直しを図る。

重
点
取
組
④

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

ねんりんピック秋田２０１７の成
功

A 横手市交流大会（卓球）

卓球の交流大会のほ
か、おもてなしコー
ナーや健康づくり教
室の開催

Ｈ２９年度末
（Ｈ２９．９．９～１２）

リハーサル大会(9/25)の実施
による本大会に向けての検
証
卓球協会との打合せ
開催地視察（長崎市10/14-
18）

実行委員会、常任委員会、庁内
検討連絡会議の立ち上げによる
実効性のある検討
視察成果による具体的な検討調
整

リハーサル大会(9/25)の実施に
よる本大会に向けての検証
卓球協会との打合せ

庁内検討連絡会議の実効性の
ある検討
視察成果による具体的な検討調
整

本大会に向けた会場配置検討、
実施要項調整、予算関係事務を
実施したことにより、平成29年度
本大会開催に向けた態勢が整
備された。

・リハーサル大会実施　9/25
・先催地（長崎大会）視察　10/14
～18
・県・市卓球協会との協議、情報共
有
・県との打合せ、県への各種報告

・４月からの新体制による実施本部を
早期に立ち上げ、組織力を十分に発
揮して本大会の成功に向けた取り組
みを進める。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　高齢ふれあい課 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成28年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

健
康
推
進
課

健康は明るい環境づくりから Ｂ 職場環境と窓口対応の改善

・同業務を担当する職員
が離れて配置されてお
り、お互いに話が見えにく
い。
・新たな配置によって、来
庁した市民が不便さを感
じることのないよう、迅速
で,きめ細かい対応、気配
りが必要。

年度末
（配置替えと呼び鈴
設置は年度当初）

【職場環境の改善】各業務の円滑
な遂行と職員同士の連携を目的と
し、執務室内の配置を変更する。ま
た、回覧板等を有効活用し、情報
共有の強化を図る
【窓口対応の改善】窓口に呼び鈴
を設置する等、庁舎を移動して手
続きしなけらばならない市民への
素早く的確な対応を目指す

①執務室内の配置替え
②回覧板の活用
③窓口に呼び鈴を設置
④来庁者への積極的な声掛け
⑤明るい挨拶

①同じ業務を担当する職員同士が近く
にいることで、電話等の問い合わせに
対する市民サービスが迅速になった。
②回覧板だけでなく、朝の会を実施し、
情報共有に努めている。
③呼び鈴を設置したが、当初の予測よ
り利用者は少ない。
④⑤積極的な挨拶で、来庁者や利用
者が緊張することのない雰囲気がつく
られている。

③については、呼び鈴を鳴らす前に、
職員が対応しているためでもあるが、
貼り紙等で呼び鈴の存在を周知する
等、更なる利便性の向上に努める。

・朝礼で、各自の一日の行動を周知
した。
・回覧板の活用で、地域局との情報
共有と積極的な意見交換がなされ
た。
・呼び鈴の設置と利用促進のポップ
を作成した結果、呼び鈴を使用する
来庁者が増えた。また、窓口周辺
の整理整頓により、迅速な対応が
可能になった。
・併設する施設との連携強化に努
め、協力を得ることが出来た。

・配置替え
・回覧板の活用
・毎日の朝礼
・呼び鈴の設置と周知
・併設する施設への健診日程等の提
供

・各自の行動の周知により、日程調整が
容易になった。
・窓口周辺の環境改善により、迅速な対
応が可能になった。
・併設する施設へ情報提供することによ
り、利用者の利便性が図られた。
・今後、さらに職員の環境改善を目的とし
た、執務室内の配置を考える必要があ
る。

重
点
取
組
①

健
康
推
進
課

認知症対策の推進 A

・認知症予防の普及啓発

・大中小規模健康の駅や各種
健康相談、いきいきサロン等
での物忘れ相談プログラムの
積極的実施

Ｈ27年度:物忘れ相談ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑの実績
・大規模駅3施設中、1施
設（東部ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ）
で実施　3日間45人に実
施
・中小規模駅89ケ所の内
（休止・福祉施設の駅を除
く70ｹ所の健康の駅の内、
49ｹ所（70.0％）で実施。
・各種健康相談やいきい
きサロン等で44か所453
人に実施。

年度末

・大規模健康の駅（3施設：100％）
で実施
・中小規模健康の駅における物忘
れ相談プログラムを（休止・福祉施
設の健康の駅を除く70ケ所中）
90％以上で実施
・各種健康相談、いきいきサロンで
の相談会の回数を前年度より増加

①地域局、地域包括支援センターと連
携しながら物忘れ相談プログラムを全
大中小規模駅や各種健康相談、いき
いきサロン等で年１回実施する。
②物忘れ相談プログラムの実施に併
せ、認知症予防の普及啓発に努める。
（健康教育や脳ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの実施）

・現在、計画通り進行中。
健康の駅における物忘れ相談プログラ
ムを用いた健康相談の実施は、大規模
健康の駅（３施設中２施設（66.7％）で
実施。中小規模健康の駅71ケ所中、19
ケ所（26.8％）で実施。
・健康教育の実施にあたり、認知症予
防講話や脳トレ等の実施に積極的に取
り組んでいる。(タッチパネル実績　97
回　802人）

・大規模健康の駅の残り１施設（東部）
は12月中旬に相談会を実施予定。
・中小規模健康の駅で物忘れ相談の
未実施の健康の駅では10月～3月に実
施計画を予定している。
・今後、健康講話の依頼が多くなる時
期から積極的な取り組みを行っていく。

物忘れ相談プログラム（タッチパネ
ル）
を用いた物忘れ相談の実施
・大規模健康の駅（東部・西部・南
部トレーニングセンター）実施率
100％
・中小規模（今年度休止中除く）68
ケ所中64ケ所で実施（実施率
94.1％）
・中小規模健康の駅や各種教室、
健康教育の際、脳トレや認知症予
防の講話を積極的に取り入れ、認
知予防に取り組んだ。

・大中小規模健康の駅や各種教室、
健康教育、健康の駅まつりイベントな
どで、物忘れ相談プログラムを用いた
相談会を積極的に実施。
・1年に1回は、物忘れ相談プログラム
を受け、認知機能が低下していないか
を確認するよう勧奨し、物忘れ相談プ
ログラムを体験したことのない方々に
は相談会を利用するよう呼びかけし、
認知症予防の大切さについて啓発す
ることができた。

・物忘れ相談プログラムを用いた相談会
の実施により、市民の方々の認知症予防
に対する意識づけや早期受診につながる
ケースが増加している。
・今後も定期的に物忘れ相談プログラム
を用いた相談会を実施したり、各種健康
教育の場を活かしながら、認知予防の普
及や認知機能の低下の早期発見につな
げていきたい。
・さらに認知機能が低下していると判断さ
れた方々に対しても安心した生活が営め
るよう関係部署との連携を強化しながら、
継続した支援を行う必要がある。

A

若年者の血圧値と生活習慣
の把握を行い、高血圧症発症
の予防

Ｈ27年度:健康の駅よこて
ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ利用者（20
代、30代男性）
①利用者134人の血圧管
理100％
②5回以上の利用者で軽
症高血圧者（5人）保健指
導100％
正常高値者（20人中9人）
保健指導45.0％
③正常血圧の方への保
健指導なし

年度末

健康の駅よこてﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ利用
者（20代、30代男性）
・利用者の血圧管理100％
・5回以上の利用者
正常高値血圧以上の保健指導
90％以上
・血圧が高くない正常者についても
今後の高血圧予防の為、全対象者
に予防に関する情報誌を配布し、
必要時保健指導を実施（情報誌の
配布100％）

健康の駅よこてﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ利用者
（20代、30代男性）
①20.30代男性の利用時、血圧管理を
徹底。
②5回以上の利用者で正常高値血圧
以上の方に家庭血圧測定の勧奨と生
活習慣改善指導を実施
③全対象者に家庭血圧の勧めや高血
圧予防に関する情報紙を配布し、必要
時保健指導を行う。

・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰを利用されている20.30
代男性の血圧を177人（100％）管理
中。
・20.30代の男女に高血圧予防リーフ
レットを配布し、予防教育の強化にあ
たっている。
・現在、正常高値血圧者への保健指導
を7人に実施済み。計画通り進行中
・トレーニングセンターの利用5回以上
の平均血圧値で保健指導にあたってい
る為、今後も引き続き、保健指導の強
化にあたっていく。

・今後も20.30代男性の利用時、血圧管
理を徹底していく。
・トレーニングセンターの利用5回以上
の平均血圧値で保健指導にあたってい
る為、今後も引き続き、保健指導の強
化にあたっていく。

・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの利用者20.30代男
性全員238人（100％）の血圧を管
理。
内、5回以上の利用者51人中、血圧
の平均値が130/85mmHｇ以上の正
常高値者は、31人（60.8％）であっ
た。この31人対し、保健師の管理の
元、全スタッフによる血圧情報を共
有管理し、保健指導を全員に実施
することができた（保健指導率
100％）。
・20.30代の男女全員の高血圧予防
に関する予防意識を高める為、予
防に関するリーフレットを配布
（100％実施）。

・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰの全利用者の血圧管
理を行っているが、特に20.30代の男
性の保健指導の強化にあたった。
・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ利用時の血圧や健康
に関する情報を全スタッフにより共
有。保健師や健康運動指導士の管理
の元、保健指導を実施している。
・また今年度は、高血圧予防に関する
リーフレットを作成し、リーフレットを用
いた保健指導を実施。リーフレットに
ついては、20.30代男女全員に配布
し、健康づくりへの関心を高めるよう
啓発にあたった。

・20.30代男性は血圧が高いという自覚症
状がない為、健康意識の低い方々が多い
が、生活習慣病予防という観点から意識
づけにつながるケースが多い。（禁煙や
体重管理、主治医への相談など）
・また20.30代の男性利用者の6割が血圧
高値者であり、引き続き、血圧の管理や
受診勧奨を行っていきたい。10代男性の
血圧高値者も多く、今後強化していきた
い。
・若年者については、健康意識の低い方
が多く、今後も生活習慣病予防における
啓発を行っていくことが大切である。

若年者（20代～40代）の血圧
値と生活習慣の把握を行い、
高血圧症の発症を予防

・H26、27年度の生活習慣
病予防健診で血圧高値と
判定された19人に訪問指
導の実施
・特定健診重症高血圧要
精検者未受診者10人に
訪問指導の実施
・平成27年度40歳到達者
の国保特定健診の受診
率　22.1%

年度末

・H27,28年度の生活習慣病予防健
診で血圧高値と判定者に訪問指導
の実施（実施率100％）
・特定健診重症高血圧要精検者未
受診者に訪問指導の実施（100％）
・40歳到達者の国保特定健診の受
診率の増加

①生活習慣病予防健診、特定健診の
血圧高値未受診者に訪問指導の実施
②国保加入者40歳特定健診未受診者
へ郵送による受診勧奨後、未受診者に
電話による受診勧奨の実施
③市民に家庭血圧の勧めや高血圧に
関する情報紙を配布し、予防行動がと
れるようにする。

①生活習慣病予防健診、特定健診で
血圧高値未受診者を把握した。(対象
者　31人）
②国保加入者40歳到達者194人へ受
診勧奨通知を郵送した。健診調査票提
出者に訪問による受診勧奨を行った。
（訪問者数34人）
③若い世代へ血圧に関する情報チラシ
を配布し、普及啓発に努めている。（4
か月児・1歳6か月児健診受診時　281
人）

①生活習慣病予防健診、特定健診の
血圧高値未受診者に訪問指導を実施
する。
②追加健診で受診者を増やす。
③4か月児・1歳6か月児健診受診者に
周知チラシ継続配付6回×2）
高血圧予防を掲載した「まめまめ情報
冬号」を全戸配布し周知を図る。

・血圧高値未受診者の生活習慣病
予防健診5人、特定健診12人へ訪
問指導を実施（実施率100％）
・40歳到達者の受診率　16.5％
（対象194人中受診者32人）

・リーフレットを用いて訪問にて保健指
導を実施。今後も高血圧管理台帳で
管理する。
・4か月児・1.6歳児健診受診者へ周知
チラシ配布し、4か月児健診では血圧
測定を実施（204/217人実施率94％）
・40歳到達者へ個別受診勧奨通知や
訪問で受診勧奨の実施
・検診未受診者に再勧奨の通知の実
施
・追加健診については秋号、高血圧予
防については冬号のまめまめ情報で
周知

・高血圧管理台帳で管理することで、対象
者の把握と経年実施に結びついている。
長期目標である特定健診における血圧要
受診者の割合の減少、脳卒中標準化死
亡比減少に向け実施継続する。
・高血圧対策を横手市の健康分野の優先
課題として取り組んで2年目となった。自
分の血圧に関心が低い若い世代への働
きかけは重要と考える。生活習慣病予防
健診、特定健診の受診勧奨、国保人間
ドックの受診後の事後指導を強化してい
く。

重
点
取
組
③

健
康
推
進
課

一次予防を重視した個人の健康づくり
の把握と推進
（栄養支援）

A
若い世代の野菜摂取量の増
加

Ｈ２７年度の摂取状況
（横手市食習慣調査結果か
ら）
・妊 婦           　 207ｇ/日
・39歳以下  男性228ｇ/日
　　　　　　    女性194ｇ/日
・小学生      男性218ｇ/日
                 女性194ｇ/日
・中高生      男性188ｇ/日
                 女性179ｇ/日

年度末
・野菜摂取量の増加

①まめまめ情報、市報等による調査結
果の周知とイベント等でのパンフ配布。
②小・中学校で食育教室を実施し、子
どもを通して家族全体へ生活習慣病予
防を普及啓発する。
③食習慣調査を実施し、摂取状況を把
握する。

・まめまめ情報夏号に調査結果を掲載
し周知した。
・小・中学校の他、高校で食育教室を
実施。(８回３３５人)
・食習慣調査を各ライフステージで実
施。   (９０５件)

・講習会・イベント等でパンフ配布し、生
活習慣病予防を普及啓発する。
・食習慣調査は年度末に集計・分析を
実施する。

Ｈ２８年度の野菜摂取状況
（横手市食習慣調査結果から）
・妊 婦           　 203ｇ/日
・39歳以下  男性217ｇ/日
　　　　　　    女性209ｇ/日
・小学生      男性181ｇ/日
                 女性179ｇ/日
・中高生      男性208ｇ/日
                 女性211ｇ/日

①かまくらＦＭでＨ27年度の調査結果
を報告、「野菜摂取」を呼びかけた。
②小・中学校で食育教室を実施。
（12校801人）
③食習慣調査を各ライフステージで実
施。　（1,812件）

・39歳以下女性、中高生男性・女性の野
菜摂取量の増加がみられた。
・小中学校での食習慣調査と食育教室の
実施で、早い時期からの適切な食習慣確
立のきっかけづくりにつなげることができ
た。
・食習慣調査結果を踏まえ、食習慣改善
について今後も継続して取り組んでいく。

重
点
取
組
④

健
康
推
進
課

がん検診率の向上 Ｂ

各種がんの受診率は、県内
の市の中ではトップであるが、
更なる受診率向上のため、平
成２８年度の協会けんぽとの
覚書締結により可能となっ
た、協会の保有する受診デー
タを含めた市民のがん検診受
診動向の分析を行い、今後の
施策に反映させる

各種がん検診の受診率
は把握しているが、年代
別の受診動向等の分析な
どは無し

１０月末
・年代別の受診動向等の分析
・協会けんぽ保有データの活用方
法の検討

①市保有検診データの収集と整理を実
施する。
②協会けんぽ保有データの収集と整理
を実施する。
③がん検診の年代別の受診動向等分
析を実施する。

・市保有検診データの分析
・協会けんぽにがん検診データ提供依
頼中

・協会けんぽ保有データの取得が10月
末以降になるため、結果分析が遅れる
予定
・分析した結果を今後のがん検診対策
に活かしていく。

・協会けんぽの40～69歳のがん検
診の受診率（Ｈ26年度）は、胃
31.7％、大腸38.2％、肺41.6％、乳
28.0％、子宮28.4％と低値であっ
た。（40～69歳）
・横手市が実施した受診者と協会け
んぽのがん検診受診者を合わせた
受診率（Ｈ26年度）は、胃22.9％、大
腸33.1％、肺37.3％、乳42.8％、子
宮31.4％（40～69歳）。協会けんぽ
の実績を合わせても健康よこて21
の目標値である50％に到達できて
いないことが把握できた。

・Ｈ28.4.13協会けんぽ秋田支部と横手
市が「包括的連携に関する覚書」にか
かる締結の実施
・協会けんぽに健診データを依頼し、」
7月に第１報が届く。がん検診データ
が不足していたため、再度データの提
出の依頼
・がん検診の男女別、年代別、部位別
の受診率の把握
・Ｈ29.3.1協会けんぽ秋田支部と健康
推進課担当者会議の実施

・協会けんぽから提供できるデータは、Ｈ
24年度以降の実績に限られていた。しか
も平成27年度実績はＨ29年度以降になる
ため、タイムリーな分析はできないことが
分かった。
・協会けんぽの受診者を合わせても、が
ん検診受診率の目標である50％に到達し
ていない。今後も連携できる取り組みを協
議し、がん検診率向上に努めていく。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

重
点
取
組
②

健
康
推
進
課

健康福祉部　健康推進課 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容

若年者の高血圧症予防
（生活習慣病予防）



■平成28年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

業務の効率化を図る B
パソコン内の不要なファ
イル等を整理し、今後の
業務の効率に繋げる。

現在使用していない
ファイル等が混在して
おり、Ｎドライブ内が
煩雑で、空き領域が
約１０％となってい
る。

１２月

・事務事業ごとのファイルを
作成し、誰が見ても検索しや
すい状態にし、情報の共有化
と業務の効率化を図る。
・Ｎドライブの空き領域を３
０％以上確保する。

・不要ファイルの削除及び整理
・処分不明ファイルの確認
・事務事業ごとのファイル作成
・ファイルの移動

・容量の大きなファイル等の圧縮
・処分不明ファイルの確認、削除
・事務事業ごとのファイル作成
・空き領域９％

・事務事業ごとのファイル作成と
　整理の継続
・ファイルの移動
・ファイル全体の見直しと削除の
　継続
・大容量ファイル等の圧縮を継続

・空き領域１６％
・事務事業ごとのファイルはある
　程度作成・整理されている
・処分不明ファイルの確認・削除
　作業はまだ不十分

・ファイルの移動、不要ファイルの
　削除
・大容量ファイル（特に写真）の圧
　縮
・情報政策課へＮドライブについて
　の内容確認

・空き領域が目標に届かなかったが
　今後もファイルの整理が必要であ
　る
・Ｎドライブの空き領域は、包括単独
　のものではないため、厳密な数値
　を出すのは難しいが、確実に空き
　領域は増えた

重
点
取
組
①

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

高齢者の要介護状態の予防ま
たは先送り

A

・二次予防事業であっ
た、さわやかアップ教室
では、８割以上の利用者
の身体機能維持・向上が
確認されている。
・総合事業移行後の短期
集中通所型サービスの
周知を図り、積極的な利
用を促す。

※総合事業移行後の
事業であり、利用期
間及び利用対象者が
変更となるため基準
となる値はなし。

年度末

利用者の確保と啓発を行い、
利用率の向上を図る。

定員に対する稼働率：７０％

・対象者把握のため、基本チェッ
クリストの実施
・他部署（市民サービス課）との
連携や民生委員等、インフォー
マルな資源の活用
・居宅介護支援事業所等への短
期集中通所型サービスの周知

・基本チェックリストの実施
・居宅介護支援事業所等への周知
　は概ね出来ている
・利用者の確保と啓発を常時行って
　いる
・9月末までの定員に対する稼働率
　は、３センターを合わせ７８％

・実施した基本チェックリストを活用
　し、介護予防対象者の把握と介護
　予防事業への参加を促す
・新しい居宅介護支援事業所等へ
　の周知
・利用者の確保と啓発の継続により
　目標値の稼働率を維持

・短期健康アップ教室事業の啓発を
行い利用者の確保を図った。
・定員に対する稼働率：３センター
合わせ　　　78％

・基本チェックリストを実施し介護予防
事業対象者把握を行った。
・チェックリストの結果票にて介護予防
事業の紹介をした。また家庭訪問で参
加を促した。
・いきいきサロンや老人クラブ、各種
団体等に介護予防の必要性について
健康教育を行い合わせて事業ＰＲも
行った。
・各地域局市民サービス課との連携
や各地域ケア会議、その他研修会等
において居宅介護支援事業所等への
事業周知を図った。

・短期健康アップ教室の利用者62%に認
知機能向上が図られた。（49人/79人中）
・利用者の多くが運動習慣を身につける
ことの意義を知り、健康観が高まった。
・事業対象者だけでなく、関係部署、関係
機関に事業周知を図ることができた。

重
点
取
組
②

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

市民の認知機能低下の遅延を
図る

A

物忘れ健診受診者が、
正常・予防・要医療の健
診結果に応じた行動につ
ながるように支援する。

・平成27年度物忘れ健診
受診者60人
・2次検査TDAS実施者
11人
　（結果内訳）
　　正常域6人・予防域2人
　　要医療3人
・正常、予防域8人は各自
健康教室やサークル活動
に参加。要医療3人は、
かかりつけ医にて経過観
察及び治療に結びついて
いる。

年度末

物忘れ健診受診者全員が、
健診結果に応じた行動につ
ながる。
健診受診者　180人
2次検査TDAS実施者　33人
　　　　　　　　↓
生活習慣等の改善で（脳ト
レ・運動も含め）認知機能を
維持し、低下を予防する。

・物忘れ健診の実施(3地区）
・認知症サポート医による講話
・健診後の個別事後指導の実施
・事後アンケートの実施

増田・大森の2地域で実施。
受診者　112人　　2次検査　34人
受診者の29％が2次検査実施。
2次検査受診者については、脳はつ
らつ講座へ参加勧奨。
サポート医の講話は受診者以外の
参加もあり。

雄物川地域での出前講座等を利用
し、11月実施の健診受診勧奨に努
め、受診率の向上を図る。
2次検査受診者へは、認知機能低
下予防のため、10月から始まる脳
はつらつ講座へ参加を呼びかけ
た。

・物忘れ健診結果。
受診者169人　目標値（180人）
2次検査受診者36人
受診者の2割が2次検査を実施。
・2次検査受診者36人については、
追跡調査を行い、フォローしていく。
【2次検査36人の内訳】
要医療…6人
正常、予防域…30人

2次検査受診者36人中、要医療となっ
た6人については、それぞれ主治医や
かかりつけ医・サポート医を受診して
いる。
【正常・予防域30人の内訳】
16人…介護予防教室・脳はつらつ講
座に参加。
10人…工夫しながら何らかの脳トレを
実施している。
4人…何も取り組んでいない。

・2次検査で要医療となった方について
は、それぞれ個別勧奨し、受診に結びつ
いている。
・正常・予防域となった方については、追
跡調査等で、ほとんどの方が脳機能低下
予防のため、体操、脳トレ、趣味を楽しむ
等、何らかの取り組みをしている。認知症
予防について、より関心度を高めてもら
い、認知機能の維持・低下予防につなげ
ている。取り組みをしていない4人につい
ては、継続してアプローチしていく。

重
点
取
組
③

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

地域包括ケアシステムの構築に
向け、医療・介護・福祉の多職種
連携の促進を図る。

A

多職種でアプローチを
行った事例等を基に、各
職種が抱える課題等に
ついてグループデスカッ
ション方式により意見交
換を行う。

平成27年度在宅医
療・介護多職種連携
研修会参加205人。

年度末

・開催場所をブロック別に３箇
所で実施。参加者　230人
・各職種がスピード感を持ち、
シームレスに顔の見える連携
を構築する。

・多職種連携の取り組みについ
て事例発表
・事例検討
・各職種・事業所が抱える課題
等についての意見交換

下半期で実施予定。

ブロック別の開催よりも全体での研
修会希望者が多く、昨年同様に多
職種研修会を、合同で開催する方
向で準備。

多職種連携研修会　参加者240名
H29.2.21多職種連携研修会開催、事
例発表及び30グループに分かれグ
ループデスカッションを実施。

研修会参加者が多職種でグループデス
カッションする事で他職種への理解や顔
の見える関係が構築でき、連携が推進で
きた。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　地域包括支援センター 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成28年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

大
和
更
生
園

ユ
ー

・
ホ

ッ
プ
ハ
ウ
ス

４S（整理・整頓・清掃・清潔）活動の
推進

B
４Sに取り組むとともに、特
に整理・整頓・清掃を重点
的に実施する。

施設内の書棚等の整
理整頓が隅々まで回ら
ず、必要な書類等が見
つけにくい。パソコンホ
ルダー内の整理が必要
である。

H28年12月末
整理・整頓を習慣化することで、
業務が円滑に行われ、執務環
境が改善される。

①毎月定期的に清掃・文書の整
理・整頓を行う。
②月末にはホルダー内の整理を行
う。

①４月末～7月に、集中的に不要書
類及び書棚の整理を実施し、執務
環境の改善に努めた。
②居室等の書類を整理し、利用者
のサービス提供空間を確保した。
③共有ホルダーの整理・整頓を月
末に行った。

①毎月月末を「整理整頓デー」と定
め、各自書類の整理整頓及び適正
配置等に努める
②引き続き共有ホルダーを整理し、
作業効率の向上を図る。

・書庫や物置等の整理・整頓・清掃
を行った。
・パソコンホルダーの整理を行っ
た。

・書庫等の整理整頓日を決めて定期
的に実施した。
・ホルダーの整理手順を決め、全職員
に周知して実施した。
・定期的に４Ｓの状況を確認した。

書類やホルダーの整理整頓により、事務
や支援業務の効率化が図られた。

業
務
改
善
取
組
②

大
和
更
生
園

ユ
ー

・
ホ

ッ
プ
ハ
ウ
ス

業務の効率化と組織連携強化 B
各種会議の効率化と情報
共有

○申し送りに対する認
識の違いから、時間を
費やし必要な情報が共
有できにくい。
○各職種で現場対応に
追われ、会議等に参加
できない。

H28年1２月末
各種会議は、目的とゴールを明
確にすることで全て1時間以内
に終了する。

①申し送り手順書の作成
②行事予定・業務連絡等はパソコ
ンで事前確認
③各職種の手の空いた時間を把握
し、30分以内のミニ会議を開催

①申し送り手順マニュアル（基本
フォーマット）を作成し、業務を見直
すことで、業務の効率化を図った。
②連絡事項・行事等は適時パソコ
ン（回覧板）を活用し、情報共有を
図った。
③厨房とのミニ会議3回開催し、職
種間における連携強化をおこなっ
た。

①業務の位置づけ、求められる業
務水準を明確にし、マニュアルを更
新する。（振り返りの実施）
②厨房・医務・支援員とのミニ会議
を開催し、組織連携を強化する。
③施設内共有フォルダを活用し、資
料等の情報についての情報共有化
を進める。

・会議の進め方を改善し、概ね１時
間以内に終了している。
・定期的に関係職種間の会議を開
催している。

・会議資料は事前にパソコンで知らせ
た。
・厨房と支援員等のミニ会議を毎月開
催した。
・連絡や決定事項等の申し送りマニュ
アルを作成した。
・リーダー制を取り入れた。

・ミニ会議やパソコンでの情報共有及び会
議進行の改善により業務が効率化した。
・申し送り体制の確立により、職員の責任
感と連携が推進された。

重
点
取
組
①

大
和
更
生
園

ユ
ー

・
ホ

ッ
プ
ハ
ウ
ス

公共施設の適切な維持管理並びに
コスト削減

A 指定管理制度導入

○平成27年度当該施
設の指定管理・譲渡の
方向性について政策会
議で承認
○平成27年度厚生常
任委員会へ方向性につ
いて説明

平成28年度末

高齢化する利用者ニーズに対
し、より効果的、効率的に対応
するため、民間の能力を活用し
つつ、利用者サービスの向上と
経費の節減等を図る方法とし
て、指定管理者制度の導入を進
める

○上半期
①指定管理料の積算・基準額の算
定
②仕様書の作成
③公募関係書類作成
④保護者会説明・公募説明会開催
○下半期
①協定書資料作成
②指定管理者への事務引継

①関係部署との協議（5回）
②指定管理料基準額の算定
③公募関係書類の作成
④利用者、保護者、職員への説明
⑤公募の実施
⑥選定委員会の開催

引き続き指定管理に向けて取り組
んでいく。
①選定委員会及び政策会議の結
果を踏まえて、今後の取組みを検
討していく。

指定管理者制度の実施に向けて公
募を実施したが、平成29年度から
の指定管理には至らなかった。

・関係部署との協議を実施した。
・指定管理者制度の説明会を行った。
（利用者、保護者、職員）
・公募を実施した。
・選定委員会を開催した。

公募を行い選定委員会を開催したが、今
回は候補者が選定されなかった。なお、
平成29年度に再公募することとしている。

重
点
取
組
②

大
和
更
生
園

ユ
ー

・
ホ

ッ
プ
ハ
ウ
ス

職員の資質向上 B 職員研修の充実

平成27年度実績
○職場内研修8回（虐
待防止研修3回、安全
管理研修3回、感染防
止1回、口腔ケア1回）、
参加延べ人数154人。
○職場外研修参加者
延べ人数：44人

H28年度末
職場内外研修の受講者数が昨
年度比20％増

①毎月行う職員研修の年度計画を
策定【4月】
②緊急時対応・支援計画等の研修
科目を充実
③市町村合同研修等の参加

①職員内部研修の年間計画の策
定
②職員の延べ研修参加者162人
（内部研修132人、外部研修30人）
で、目標の81％。
③安全対策委員会を6回開催し、誤
嚥や転倒防止、投薬マニュアルの
検証等の学習会を行った。

高齢化や身体機能の低下に対応し
た支援をしていく。
①引き続き、毎月内部研修を実施
するとともに外部研修にもできるだ
け参加して目標達成を目指す。
②事故防止に向けた学習会を5回
実施する。

職場内外研修の延べ参加人数が
301人（内部237人、外部64人）で、
昨年度比50％増加した。

・内部研修の年間計画を作成して参
加を依頼した。
・外部研修への積極的参加を呼び掛
けた。
・内部研修にブレインストーミング法を
活用した。

多くの研修に参加することで、利用者の
健康管理や適切な支援につながってい
る。また、外部研修の報告会を実施する
ことで自己研さんにも役立っている。

重
点
取
組
③

大
和
更
生
園

ユ
ー

・
ホ

ッ
プ
ハ
ウ
ス

健康で安全に暮らせる支援の充実 A
○口腔ケアの充実
○筋力トレーニングの実施

○H27年度口腔ケア研
修会を1回開催
○高齢化に伴い転倒等
が増えており、生活にメ
リハリが少ない。

H28年12月末

○利用者の状態にあった口腔
ケアの定着
○利用者の運動を習慣化し、運
動を楽しむことにより、心が刺激
され施設生活が充実する。

①内部研修会と歯科衛生士等によ
る外
　部研修、合計2回実施
   ・口腔機能訓練の実施
   ・利用者一人ひとりの目標設定
②転倒予防体操プログラムの構築
　 ・利用者に合わせた筋力アップの
実
　施

①ストレッチやリハビリ体操の実施
（月平均9.6回）
②口腔ケア用の歌の実施（毎朝）
③レクリエーションの実施（月平均
4.5回）
④ラジオ体操（毎日）

今後も継続することで効果が期待
できる。
①口腔機能訓練の継続
②歯科衛生士等による研修の実施
③体操や運動、レクリエーションの
継続

誤嚥や転倒の防止が図られ、健康
増進が推進されている。

・毎日のラジオ体操の他、ストレッチや
リハビリ体操等を実施した。（10.5回/
月）
・口腔機能訓練（歌や口の体操）を実
施した。（20回/月）
・レクリェーションを行った。（2.5回/
月）

身体機能の低下防止のための運動や訓
練を取り入れたことにより、健康の維持向
上につながっている。

重
点
取
組
④

大
和
更
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園

ユ
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・
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ッ
プ
ハ
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献立内容と調理業務の向上 A
一人ひとりに合った料理の
提供と作業工程の改善

ミキサー食・刻み食・常
食を提供

H28年12月末
全粥食を含む利用者毎の咀嚼
機能に合った調理が提供され
る。

①支援員との連携により、利用者
の摂取状況・嚥下不良等を把握【4
月末】
②作業工程を明らかにし、業務の
簡略化を図る【6月末】
③利用者の、咀嚼・嚥下機能の低
下に適した食材と調理方法に変更
する。

①利用者の摂取、嚥下状況をまと
め、全員に配布し利用者の状況を
把握した。
②刻み食を作る際に、水分を加え
て軟らかく仕上がるようにした。

刻み食をより食べやすくする取り組
みをしていく。
①刻み食が利用者の咀嚼機能に
適した形態であるかを確認する。
②利用者の嚥下機能に適した刻み
食を作るための調理方法を再検討
する。

利用者の咀嚼・嚥下状況を再確認
し、食べやすい食事を提供した。

・利用者に合わせ、食材の切り方や水
分量を調整し、とろみの使用等により
食べやすくした。
・旬の食材を使用し、行事食を充実し
た。
・食事支援マニュアルを作成した。

・献立や調理方法を見直して食べやすくし
たことにより、残食量が30％減となった。
・食事支援マニュアルを作成し、安全な食
事支援が行われている。

重
点
取
組
⑤
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プ
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安全対策の推進 B
○公用車事故　ゼロ
○施設利用者の転倒によ
る骨折ゼロ

H27年度実績
①公用車事故3件(大和
0件,ユーホップ3件）
②骨折 3件（大和3件,
ユ-ホップ0件）

H28年度末
①公用車事故ゼロ
②転倒骨折ゼロ

①利用者の乗降時・駐停車時の安
全確認の徹底
②朝礼による利用者毎の安全確認
行為の周知徹底

■公用車の事故ゼロ
①朝の会や職員会議等での安全運
転の確認
②利用者の車の乗降時の安全確
保
③「気を付けて」の声掛けの実施
■利用者の転倒等による骨折ゼロ
①夜間の見守り強化
②転倒等の高リスク利用者への付
添支援
③身体機能向上に向けた体操等の
実施

常に安全運転を心掛け、声掛けを
継続する。引き続き転倒防止対策
を実施する
①体操や運動の実施
②転倒等の高リスク利用者への対
応と支援を行う
③手摺り設置工事の早期完成を目
指す

公用車の事故はゼロだったが、利
用者の骨折（指等）が２件あった。

①公用車事故防止は、朝の会や職員
会議等での安全運転の呼びかけ、
「気を付けて」の声掛け、利用者の乗
降時の安全確保を行った。②骨折防
止は、夜間等の見守り強化、転倒高リ
スク者への付添支援、体操や運動の
実施、手摺りの設置等を実施した。

安全運転意識の向上により、公用車事故
がなく利用者の安全が図られた。骨折に
ついては、夜間等支援員の少ない時間帯
での発生があった。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　大和更生園、ユー・ホップハウス 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成28年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

ひ
ら
か
荘

入所者への対応再確認 A

入所者が気持ちよく支援を
受けるには、職員の明るい
対応や親切な対応が第一
です。今一度再確認し、や
さしく接することで、入所者
とのさらなる信頼構築を図
る。

・感情のないあいさつ
対応
・たくさんの見落とし、聞
きまちがい、見まちがい
、勘違い対応
・いつもこれが当たり前
と処理
・ちょっと待って、後でや
るからとたらい回し対応

年度末

・心のこもったあいさつの励行
・入所者が自分の家族、父母の
ような愛情をもった対応
・常に心身や感情を把握し臨機
応変に自然体で対応する
・今まで当たり前の対応をこれ
でいいのか疑問に思う癖をつけ
る
・ちょっと待って、後でするから
の、たらいまわしは絶対しない
・何事もメモを取り、話し合い、
報告し共通認識を

・つらくとも明るく元気なあいさつを
する
・見落とし、聞きまちがい、見まちが
い 、勘違いをなくす
・当たり前を再確認
・感情のこもった応対を！丁寧・親
切に
・ちょっと待って、後でするから、は
絶対言わない。たらい回しをしない
・常に節度ある身だしなみに気を遣
う
・常にメモを取る。書き込む、伝達す
る

・元気な挨拶の励行
・愛情を持った対応
・ひとりひとりの状況把握、自然体
対応
・常に疑問に思う、感じる行動を
・後回し、たらい回しにしない
・メモ、コミュニケーション、共通認識
を念頭に行動

・しっかり利用者と向き合い見落と
し、聞きまちがい、見まちがい 、勘
違いをなくす
・常に「当たり前」を再確認
・感情のこもった応対を！丁寧・親
切に
・ちょっと待って、後でするから、は
絶対言わない。たらい回しをしない
・常にメモを取る。書き込む、伝達す
る

・ひとりひとりとしっかり向きかって
対応できるようになって来ている。
しっかりあいさつもできてきている。
・常にメモを取りお互い情報の共通
認識をできるようになってきている。

・元気な挨拶の励行
・愛情を持った対応
・ひとりひとりの状況把握、自然体対
応
・常に疑問に思う、感じる行動を
・後回し、たらい回しにしない
・メモ、コミュニケーション、共通認識を
念頭に行動

・ひとりひとりとしっかり利用者と向きかっ
て対応できるようになった。。しっかりあい
さつもできてきている。施設が明るくなっ
た。
・常にメモを取りお互い情報の共通認識を
できるようになった。

重
点
取
組
①

ひ
ら
か
荘

多様化ニーズへの対応 Ａ

高齢化に伴う重介護度対
応、認知症対応はじめ、障
害や精神疾患等を持つ入
所者の増加で従来の見守
り支援に留まらず、介護保
険制度や障害者総合支援
法に基づくサービスの提供
を行う。

・介護サービス利用者
実績19人
・障害者サービス利用
者実績０
・趣味・クラブ活動の実
績（年１００回以上）
・毎週、らくらく体操等
の実施・運動器具の利
用

年度末

・個々の入所者の状態に合った
介護サービス・障害サービスを
提供
・デイサービス・訪問入浴等
・すべての利用者の方々が在宅
の高齢者と同様の生きがいを目
指す

・介護サービス事業所や障害サー
ビス相談事業所との連絡・調整を常
に図る
・趣味・クラブ活動の実施（毎週）
・健康体操の実施指導（毎週）
・各老人施設との調整により入所者
の現状にあった施設転換を推進す
る

・介護サービス利用者実績20人
・趣味・クラブ活動　毎週
・毎週、らくらく体操等の実施
・運動器具の利用
・各老人施設との調整により施設転
換
　4人

・介護サービス事業所や障害サー
ビス相談事業所との連絡・調整を常
に図る
・趣味・クラブ活動の実施（毎週）
・健康体操の実施指導（毎週）
・各老人施設との調整により入所者
の現状にあった施設転換を推進す
る

・個々の入所者の状態に合った介
護サービス・障害サービスを提供を
行ってた。9名が特養に施設転換。
今後もできる限り利用者の状態に
合わせた施設転換を図ってゆく。
・介護サービス利用者実績20人

・個々の入所者の状態に合った介護
サービス・障害サービスを提供
・デイサービス・訪問入浴等の提供
・すべての利用者の方々が在宅の高
齢者と同様の生きがいを目指す

・予定以上に特養への配置転換がすすみ
いくらか支援員の負担の軽減が図れた。
・介護度にあった外部のサービス提供を
御室住めることができた

重
点
取
組
②

ひ
ら
か
荘

生活支援施設の役割をしっかり果
たす

Ａ
利用者の生活の質（ＱＯＬ）
を高める。

・高齢化により身体機
能面低下
・精神心理面不安定
・地域阻害社会環境面
での不安
　三側面不安による、Ｑ
ＯＬの低下

年度末

・自力で日常を生活できる身体・
精神状態を維持し、向上させる
・職員と入所者が、どの側面を
高めるのか確認し合い、計画を
作成し実行し実践していく。
・どの程度の認知症が進んでい
るか実態把握を行う
・積極的に外の空気を取り入れ
開かれた施設にする

・入所者全員傾聴し、本人の思いを
聞き出し個々の具体的な支援計画
策定をしＰＤＣＡサイクルで行う
・それぞれの障害等に関する具体
的支援対応を図る
・入所者の認知度を知るため健康
推進課等の協力による認知度調査
タッチパネル式コンピューター調査
を行う
・個性や性格に合わせたゆとりのあ
る日常を目指す

入所者の傾聴し、本人の思いを聞
き出し具体的な支援計画策定実施
・入所者の認知度を知るため健康
推進課等の協力による認知度調査
タッチパネル式コンピューター調査
実施
・個性や性格に合わせたゆとりのあ
る日常を検討

・支援計画策定実施及び振り返り
次年度への計画反映
・認知度調査の把握、共通認識の
確認
・個々の詳細支援計画の検討

・入所者の認知度を知るため健康
推進課等の協力による認知度調査
タッチパネル式コンピューター調査
実施した
・認知度調査の結果を踏まえ次年
度の個々の利用者との対応プラン
の検討を行った
・支援計画の再点検び振り返りを行
い、次年度への計画を進めている
・新規利用者にかなり認知の進ん
だ利用者が入所し職員共通認識で
対応した

・入所者全員の思いを傾聴し、個々の
具体的な支援計画策定をしＰＤＣＡサ
イクルで行った
・それぞれの障害等に関する具体的
支援対応を図った
・入所者の認知度を知るため健康推
進課等の協力による認知度調査タッ
チパネル式コンピューター調査を行っ
た
・個性や性格に合わせたゆとりのある
日常を目指した

・入所者の認知度を知るため健康推進課
等の協力による認知度調査タッチパネル
式コンピューター調査を行い利用者個々
の認知度を把握できた成果は大きい。
・その資料を基に来年度の支援計画に反
映していく

重
点
取
組
③

ひ
ら
か
荘

健康で安全、安心.生き甲斐のある
日常生活

Ａ 事故・感染症の防止
・事故発生　１件（27年）
・感染症　罹患者０ 年度末

事故発生　ゼロ
感染症罹患者　ゼロ

 ・２４時間サポート体制をさらに強
化充実
・協力医療機関との連携をより密
に、あらゆる事柄にスムーズに対応
・常に声掛け、微妙な体調変化や
感情変化に対応していく
・清潔感を持った施設・利用者行動
を励行する

事故発生　ゼロ
感染症罹患者　ゼロ

事故発生　ゼロ
感染症罹患者　ゼロ

・感染症予防の徹底により感染症
発生０
・徘徊防止のため今後さらに強力に
２４時間サポート体制を強化充実し
た

・施設内転倒事故1件

・２４時間サポート体制をさらに強化充
実
・協力医療機関との連携をより密に、
あらゆる事柄にスムーズに対応した
・等徘徊防止のための施設外の柵、
網等の点検した
・常に声掛け、微妙な体調変化や感
情変化に対応した
・清潔感を持った施設・利用者を図っ
た

・感染症予防の徹底をさらに強化
・徘徊防止のため今後さらに強力に２４時
間サポート体制を強化充実する。

・転倒事故1件発生のため目標クリアでき
なかったことでより強固な見守り、支援を
図ってゆく

重
点
取
組
④

ひ
ら
か
荘

今後の施設運営の方向性の決定 Ａ

施設の老朽化に伴い,施設
改修時期 にあたって今後
施設改修および運営につ
いて民間委譲か、直営改
修で存続運営かを決定す
る

施設開設から43年経過
し施設全体が老朽化、
狭隘な２人部屋でプラ
イベートがない

年度末

今後の施設改修や運営につい
て民間に委譲していくか、その
まま直営で行っていくのか方向
性を決定する

・高齢ふれあい課や関係機関との
協議
・民間法人との協議
・利用者、家族との意見交換
・方向性の決定
・今後のスケジュールの計画
・議会等報告

・事務的レベルでの検討会3回実施
・方向性の検討協議

・方向性の決定
・今後のスケジュールの計画検討

・事務担当レベルでの協議会開催、
・関係課長会議開催
・議会常任委員会協議会へ方向性
の説明

・事務担当レベルでの協議会4回開
催、
・関係課長会議２回開催
・四役協議や財政との検討会の開催、
資料の作成

・施設あり方検討会にて一定の方向性見
出し、資料等の整理、将来像の検討。
・政策会議への提案
・厚生常任委員会協議会への説明

・議会への方向性の報告提案までは協議
不足もありできなかった。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　ひらか荘 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成28年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

白
寿
園

・各部門間の連携強化 B ・情報の共有化
・「報告・連絡・相談」
の徹底

年度末
・日常的に「報告・連絡・相
談」ができる職場の実現

①毎日のミーティングを実施
②責任者会議の実施

①毎日のミーティング継続
②責任者会議を毎月２回実施

①毎日のミーティング継続
②会議録を作成し、全職員に周
知徹底する

①毎日ミーティングを実施した。
②責任者会議を月2回実施した。

①毎日のミーティング及び月例の
コンプライアンス活動の司会を当
番制にした。

①②目標を達成することにより、日常
的に「報告・連絡・相談」ができる職場
の実現ができた。

重
点
取
組
①

白
寿
園

・利用者の健康と安全確保 Ａ

①介護事故防止
②送迎時の交通事故防
止
③園内感染防止

(平成２７年度）
①介護事故発生　０
件
②交通事発生　０件
③感染症発生　1件

年度末
①介護事故発生　０件
②交通事故発生　０件
③感染症発生　０件

①療養改善委員会によるヒヤリ
ハット報告書の分析と検証
②「交通安全声掛け運動」の実
施
③感染予防マニュアルの周知徹
底

①病院への送迎中に介護事故１
件発生した。運転者と添乗者の
報告確認不足が原因であり、全
職員に報連相の徹底を周知し
た。
②交通事故　０件
③感染症発生　０件

①ヒヤリハット報告書の検証
②交通安全声かけ運動継続
③手洗い、うがい等の感染予防
対策

①介護事故　３件
②交通事故　０件
③感染症発症　０件

①介護マニュアル周知徹底、同じ
事故を繰り返さないように自己分
析及び要因排除を行った。
②コンプライアンス活動のテーマと
し話し合いを行った。
③通年ベット回りや手すり、車椅子
の清拭消毒を行い衛生管理に努
めた。

①基本的に集中力・緊張感の欠如、
業務に対するマンネリ化など要因と考
えられる。改めて今後は最新の注意を
もって業務を遂行する。　②③次年度
も発生０件を目指して職員のモチベー
ションを維持していく。

重
点
取
組
②

白
寿
園

・職員の資質向上 Ａ

①職員勉強会の開催
②研修会等への職員派
遣
③資格取得者への支援

（平成２７年度）
①職員勉強会開催
　　　　　　　　　（５回）
②外部研修会参加
　　　　　　　　（１５回）
③介護福祉士等合格
者　（４名）

年度末
①職員勉強会開催　８回
②外部研修会参加　１５回
③介護福祉士等合格者　４名

①研修委員会による定期的な職
員勉強会の開催
②各種研修会の積極的な参加
③介護福祉士試験の学科勉強
会の開催

①職員勉強会実施　５回
②外部研修会参加　４回
③介護福祉士学科勉強会　１回

①定期的な職員勉強会の継続
②外部主催の研修会への参加
③受験予定者（３名）への勉強会
実施

①職員勉強会　１０回
②外部研修会参加　７回
③介護福祉士学科勉強会　２回

①②③シフト制勤務の中で、研修
会・勉強会の日程にいかに合わせ
て出席できるか、それぞれ調整を
図り、参加を促し互いに協力しあっ
た。

①目標を達成し、委員会活動の活性
化につながった。
①②の項目は目標値には届かなった
が、外部講師の研修会などは、シリー
ズ化して欲しい等の意見があり、研修
への積極性が見られた。また、委員会
記録として全職員に回覧した事は、情
報共有に期したと思われる。

重
点
取
組
③

白
寿
園

・地域貢献の取り組み Ａ

①介護福祉士試験対策
講座の開催
②在宅介護者への介護
情報の提供

（平成２７年度）
①介護福祉士学科勉
強会の開催
②年間相談件数５件

年度末
①介護福祉士学科勉強会の
開催
②年間相談件数　５件

①関連施設の勉強会開催の案
内
②包括支援センターと連携をとり
情報提供する

①外部受験者への介護福祉士
勉強会　０回
②在宅介護相談件数　０件

①実技試験が有料の講習会制
度に変更となり、外部受験者へ
の勉強会は困難である
②在宅介護情報の継続

①勉強会開催　０回
②相談件数　０件

①制度変更に迅速に対応できな
かった。

①②制度変更などにより次年度から
は、目標項目を変更する。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　白寿園 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成28年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・
比較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

老
健
お
お
も
り

指
定
通
所
介
護
事
業

質の高いサービス提供 B
介護サービスの充実を図
り、利用者・家族への満足
度向上を高める

①利用者・家族へのア
ンケート調査実施
②意見箱の設置
③介護相談員等の意
見聴収

年度末（アンケートは
９月まで実施）

①アンケート調査結果を分析
し、検討したうえで改善を図る
②③真摯に受け止め、改善を図
る
＊職員へ改善に向けた周知を
図る

①四半期内にアンケート調査を実
施し、分析とともに検討し、介護
サービスの充実を図る
②③随時実施し、改善策を講じる
＊責任者会議、全体会において改
善に
向け周知を図る

①アンケート調査結果を分析し、検
討したうえで改善を図る
②③真摯に受け止め、改善を図る
＊職員へ改善に向けた周知を図る

アンケート結果について、内容を真
摯に受け止め、関連各部署に振り
分け、内容の分析（精査）を行い、
改善策を検討し、責任者会議で発
表し、再度検討した後、職員への周
知を図る。

①アンケートを集計（回収率）
一般・短期：67.3％　通所：61.9％
②意見箱に投函は無し。
③介護相談員から改善要求などの
依頼は無し。

①集計結果を各部（事務・看護・介護・
リハ）に報告。集計結果と各部からの
回答を載せ、身元引受人宅へ郵送。
②③意見があった場合は、真摯に受
け止め改善を図っていく。

①集計結果は概ね【良い】との回答であっ
た。自由記載欄にあった問題点で、【職員
の言葉遣い】【シーツの乱れ】は各部で改
善するよう要請した。【駐車場の確保】に
関しては正面の４台分は必ず面会者用に
空けておくこととする。
②③今年度は意見が無かったが、苦情等
意見があった場合は、直ぐに改善してい
く。

重
点
取
組
①

老
健
お
お
も
り

安全で安心なサービスの提供 A
①介護等事故防止
②施設内感染防止
③送迎時の交通事故防止

（平成27年度）
①介護等事故：０件
②感染症発生：１件
③車両事故：２件

年度末
①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件

①インシデント報告の分析による事
故防止
②感染症対策マニュアルに基づく
予防の実施
③交通安全に対する意識の醸成
（ちょっとした不注意の防止）

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件

①毎朝晩の申送り、昼のカンファレ
ンスの報告時に、具体的な対策を
講じ、再発防止を防いでいる。今後
も継続していく。
②定期的な勉強会の開催、マニュ
アルの見直し等を継続していく。
③通所の送迎時に「気を付けて」の
一言を毎日欠かさず習慣づける。

①介護等事故：３件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件

①利用者の日々のアセスメントを行
い、状態観察を行った。安全対策委員
でインシデント報告書の見直しを行
い、インシデントが多い利用者をピック
アップし、職員間で原因究明して予防
対策に努めた。
②感染対策委員を中心に勉強会を開
催した。
③朝夕の通所の送迎時、事故防止に
関する「声かけ運動」を実施し、事故
防止に努めた。

①転倒による骨折が３件発生した。利用
者への状態観察不足と考えられる。再
度、利用者のモニタリングとアセスメントを
行い、全職員への周知徹底を図る。
②③については、発生していない。
今後とも事故防止について、利用者とそ
の家族に対し安全、安心なサービスを提
供し、信頼関係を構築したい。

重
点
取
組
②

老
健
お
お
も
り

健全で効率的な施設運営 A

①健全経営を目指した利
用率の向上
②在宅復帰に向けた支援
強化とご家族との情報共
有・連携を図る

（平成27年度）
①入所利用者：95.9人/
日
②通所利用者：15.6人/
日
③在宅復帰者：3人/年

年度末
①入所利用者：９６人/日
②通所利用者：１８人/日
③在宅復帰者：５人/年

①効率的な入退所管理
②在宅介護支援事業所や医療機
関等との相互連携の強化
③リハビリ活用による在宅復帰へ
の取り組み

①入所利用者：９５．７人/日
②通所利用者：１３．７人/日
③在宅復帰者：２人/年

①居宅介護支援事業所や大森病
院、社協との連携をさらに深め目標
値を達成する。
②通所利用者については、体調不
良による入院等で減となるも、希望
者の減少、また、利用者のＡＤＬが
年々低下傾向にあり、施設入所や
ショートステイへの転換が増え、
中々増加が見込めない状況ではあ
るが、引き続き相互連携を強化し、
目標値を達成する。

①入所利用者：９６．４人/日
②通所利用者：１３．６人/日
③在宅復帰者：２人/年

①病院の退院者や包括経由の困難
事例者の受け入れを積極的に行っ
た。
②病院や居宅支援事業所からの情報
収集や空き状況などの連絡を行い、
新規利用者の獲得に努めた。
③在宅復帰希望者の入所は最優先と
し、定期的に本人及び家族の意向を
確認している。

①目標を上回ったが、入院や永眠された
方が多かった６～８月の利用率は低下と
なった入院で加療し、再入所を希望され
ていた方が戻ってこれなかった等も影響
している。
②新規獲得は出来ているが、希望してい
る回数が少なく、また、長年利用されてい
る利用回数が多かった方が、永眠・入院・
入所の運びとなってしまい、それらを充足
するには至らなかった。
③在宅復帰を希望して入所申請をされり
方がいなく、逆に在宅生活、他事業所で
の対応が困難となった方の受け皿として
の機能が求められている。

重
点
取
組
③

指
定
通
所
介
護
事
業

安全安心で健全な施設運営 A

①介護等事故防止
②施設内感染防止
③送迎時の交通事故防止
④利用率の向上

（平成27年度）
①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件
④通所利用者：22.4人/
日

年度末

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件
④通所利用者：２４人/日

①インシデント報告の分析による事
故防止
②感染症対策マニュアルに基づく
予防の実施
③交通安全に対する意識の醸成
（ちょっとした不注意の防止）
④居宅介護支援事業所等の関係
機関と連携を密にし、潜在的需要
の掘り出しを図る

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件
④通所利用者：２２．９人/日

①②毎日のミーティング・マニュア
ルの確認を継続する。
③利用者送迎時の「声かけ運動」に
より常に注意喚起を行う。
④居宅介護事業所等との連携を図
りながら、目標値を達成する。

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両事故：０件
④通所利用者：２２．３人/日

①②毎日のミーティング・マニュアル
の確認を継続した。
③利用者送迎時の「声かけ運動」によ
り常に注意喚起を行った。
④居宅支援事業所等との連携を図り
ながら、目標値を達成するように努め
た。

①②③については、発生件数は無く、引
き続き朝夕の「声かけ運動」を通して職員
へ注意喚起し、安全で安心な通所介護
サービスを行っていきたい。
④利用者の利用率向上に努めてきたが、
利用者の体調不良による入院、短期入所
により目標値に今一歩のところで届かな
かった。目標達成に向け粘り強く取り組ん
でいく。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　老健おおもり・指定通所介護事業所 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容


